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（視　点）
　2015年度までにほ΅શての地方公ஂڞ体が地方൛૯合ઓུの策定をྃしており、地方生
はઓུ策定から本格的な事業ల開の段階へとҠ行している。
　一方、2015年の日本の૯人口は1億2,711ສ人で、5年前の同調査に比�4ສ7ઍ人減少してお
り、౦ژ一極集中の動き（౦ݍژは12ສ人転入ա）も加化している。
　これを受けて国は、2016年6月にこれまで取り組まれてきたઓུ策定や政策メニューづくりの
実を౿まえた「まち・ͻと・し͝と生基本方2016」を公දし、地方生の本格ల開に向け
た先駆的な取組の推進と、地方公ஂڞ体に対する支援策をܝげている。
　本稿では、「まち・ͻと・し͝と生基本方2016」の֓要と地方生に向けて地方公ஂڞ体
に求められる取組について整理する。

（要　旨）
⃝�「まち・ͻと・し͝と生基本方2016」においては、「ローΧル・アϕϊミクスの実現」
により、地域経ࡁに人ࡐと資金をݺび込めるような、生産性の高い、活力にҲれた産業を
成し、若者や女性、ಇきりの世代にとってັ力のある職場を生み出すことを目指してܗ
いる。また、「地方生推進ަ付金の設」など、国による多༷な支援策をܝげている。

⃝�地方生推進ަ付金の対象となる事業は、「先駆性のある取組」、「先駆的・優良事例のԣల
開」、「既存事業のᯀ࿏をଧ開する取組」としており、自ཱ性・民ڠಇ・地域間連携・政
策間連携等の観点からධՁされる。

⃝�地方生において取り組まれている事業は、今後、,1*（重要業ධՁ指ඪ）に基づく効
果検証を受けることとなる。しかしながら、,1*の水準は地方公ஂڞ体間で格差があり、
各事業で,1*を達成しても、人口減少の制やՔ͙力の維持・向上といった主要目ඪを達
成できないケースが想定される。

⃝�ਅの地方生を成しげるためにも、経ࡁٴ効果や資金॥環の観点から,1*のଥ当性の
検証に多くの地方公ஂڞ体が取り組むことを期待したい。
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はじめに

　人口減少・少ࢠ高齢化の進లによって、多

くの地方公ஂڞ体の消໓可能性が指ఠされた

ことを౿まえ、「経ࡒࡁ政運営とվֵの基本

方（ࠎଠ方）2014」において、地域の

活力を維持し、౦ژへの一極集中傾向にࣃ止

めをֻけるとともに、少ࢠ化と人口減少をࠀ

することを目指した૯合的な政策を推進す

ることがܝげられた。

　これを受けて、2014年11月に、地方生に

関する施策を૯合的かつ計ը的に実施するた

めの「まち・ͻと・し͝と生法」が成ཱ。

12月には、同法に基づき、2015年度をॳ年度

とする5年間の政策目ඪや施策の基本的方向、

۩体的な施策が取りまとめられた「まち・ͻ

と・し͝と生૯合ઓུ」が策定された。

　国は、2015年を「地方生・元年」と位

置付け、6月に「まち・ͻと・し͝と生基

本方2015」をֳܾٞ定し、地方生のਂ

化に向けた当面の取組方をࣔした。

　また、�月にはアϕϊミクスୈ2ステージ

として「一億૯活躍社会」をり上げる方

がࣔされ、地方生は「一億૯活躍社会」の

実現に向けて最もٸۓ度が高い取組の一つと

位置づけられている。こうしたझ旨を౿ま

え、12月には地方生のਂ化に向けて政策

メニューの拡充を図るとともに、地方公ஂڞ

体からの要や実態を౿まえ目ඪ数を再設

定した「まち・ͻと・し͝と生૯合ઓུ

2015�վగ൛」が公දされた。

　国の૯合ઓུを౿まえて、地方公ஂڞ体は

人口減少ࠀと地方生の実現に向け、いわ

ゆる「地方൛૯合ઓུ」を策定してきたが、

2015年度末時点において、ほ΅શての地方

公ஂڞ体がઓུ策定をྃしており、地方

生は「ઓུ策定」から本格的な「事業ల開」

の段階へҠ行している。

　一方、2015年国調査によると、日本の

૯人口は1億2,711ສ人で、前回2010年の国

調査から�4ສ7,000人減少し、国調査に

おいてॳめての減少となった。また、౦ژ一

極集中は加化しており、౦ݍژにおいて

は、若年層を中৺に約12ສ人の転入ա

（20年連続）をهしている。地域経ࡁは、

用面のվળは見られるが、所得水準、消費ޏ

活動において地方と大ࢢの格差が見られる

うえ、人口減少に加え、若年層の人口流出に

より人手不足がਂࠁ化している。

　これを受けて、2016年6月に地方生の本

格ల開に向け、これまで取り組まれてきたઓ

ུ策定や政策メニューづくりの実を౿ま

え、①各分の政策の推進（政策ύッケージ

の推進）、②地域特性に応じたઓུの推進、

③多༷な地方支援の推進を基本とした「ま

ち・ͻと・し͝と生基本方2016」をֳ

ܾٞ定した。

　また、地方公ஂڞ体が地方生に中期的

見地から安定体に取り組むためのࡒ政支援と

して、2016年度予ࢉにおいて「地方生推

進ަ付金」が設された。

　以下では、「まち・ͻと・し͝と生基本方

2016」の֓要と、地方生に向けた事業に対す

る国のධՁポイント等について整理している。
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1	．ʮ·ͪ・ͻͱ・͠͝ͱੜجຊ方
2�16ʯの֓ཁ

（1）地方ੜのຊ֨ల開にج͚ͨຊ的なऔ組

　地方は少ࢠ高齢化やաૄ化の最前ઢであ

り、地方生は「一億૯活躍社会」の実現に

おいて、最もٸۓ性の高い取組の一つとされ

ている。

　また、「ニッポン一億૯活躍プラン」にお

いても、ローΧル・アϕϊミクスの実現によ

る地方での安定したޏ用出など、「し͝

と」「ͻと」「まち」それͧれの生につなが

る方向性がࣔされている。これを受けて「ま

ち・ͻと・し͝と生基本方2016」では、

地方生の本格的な事業ల開に向け、「一億

૯活躍社会」の取組と相ޓに連動した、3つ

の基本的な取組を進めることとしている。

　「各分の政策推進」においては、「地方に

し͝とをつくり、安৺してಇけるようにす

る」、「地方への新しいͻとの流れをつくる」、

「若い世代の結ࠗ・出産・ࢠ育てのرをか

なえる」、「時代に合った地域をつくり、安৺

ならしをकるとともに、地域と地域を連携

する」という地方生のਂ化に向けた4つの

分の政策ύッケージの推進をܝげている。

　また、「地域特性に応じたઓུの推進」に

おいては、若者の地方ؐ流・地方定着に向け

た取組の強化と将来のٸ激な人口減少に対応

した行政サービス等の効果的・効率的な供給

体制の構築を図ることとしている。

　地方公ஂڞ体が人口減少をࠀするため、

各自のઓུに沿って、施策の企ըཱ案、事業

推進、効果検証を進めていくにあたり、国

は、情報面・人ࡐ面・ࡒ政面から側面的な支

援を続けることとしている。

図表1	　Ұԯ૯活༂ࣾ会の࣮ݱに͚ͨ地方ੜの主なऔ組

（出య）�まち・ͻと・し͝と生本部事務ہ
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（2）֤分の策（策ύοケージ）の推進

　政策ύッケージにおいてୈ一にܝげられて

いる政策は、ローΧル・アϕϊミクスの実現

で、地域経ࡁに人ࡐと資金をݺび込めるよう

な、生産性の高い、活力にҲれた産業をܗ成

し、若者や女性、ಇきりの世代にとってັ

力のある職場を生み出すことを目指している。

　۩体的には、①地方と世քをつな͙ローΧ

ル・ブランデΟング、②ローΧル・イϊϕー

ションによる地方の良質な「し͝と」の出、

③ローΧル・サービス生産性向上、④地方の

先駆的・主体的な取組を先導する人ࡐ育成、

ᶇ「り手」となる組৫づくりの支援に取組

むこととしている。

　ローΧル・ブランデΟングにおいては、先駆

的な取組として、日本൛%M0（%FTUJOBUJPO�

MBSLFUJOH�MBOBHFNFOU�0SHBOJ[BUJPO）を֩と

する観ޫ地域づくり・ブランドづくりの推進

と地域商社機能��を֩とする地域産品ࢢ場の

拡大をあげており、普ٴに向けた取組を継続

するとともに先導的な事例をԣల開すること

としている。

　また、人口減少ہ面においてՔ͙力を維持

するためには、生産性の向上が必要となる

が、日本のޏ用の7割を支えているサービス

業の生産性は、Ԥถに比して低い水準にとど

まっている。特に生産性がถ国の半分以下と

なっている小ച・流通、飲食・॓ധなどの分

は、今後の金・最低金の引上げも視

に生産性向上をଅす必要があるとされてお

図表2	　·ͪ・ͻͱ・͠͝ͱੜجຊ方

̐ɽ࣌に߹ͬͨҬΛつ Γ͘ɺ̓ ৺ͳΒ͠ ΛकΔͱͱにɺ
ҬͱҬΛ࿈ܞ Δ͢

ɽ̍ํに͠ ͝ͱΛつ Γ͘ɺ̓ ৺ て͠ಇ Δ͚Α͏ に Δ͢（ϩʔΧϧɾ
ΞϕϊϛΫεの࣮ݱ）

֤の策ਪਐにՃ͑ɺաͳ౦
·Λ౿ߦগのਐݮޱதਓूۃҰژ
͑ɺ地方創生のҰのਪਐΛਤる؍
 ら͔ɺ地ҬಛੑにԠ͡ ɺ取組͕れ
ている՝についてઓ ɾུۀࣄΛڧԽ

地方創生൛ࡾ本の

̎ɽํの৽͠ いͻͱのྲྀΕΛつ Δ͘

̏ɽएいੈの݁ ɾࠗग़࢈ɾࢠҭてのرΛ͔ͳ Δ͑（ҬΞϓ
ϩʔνにΑΔগࢠԽର策の推進）

（出య）�まち・ͻと・し͝と生本部事務ہ
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り、*PTのઓུ的活用や、生産性向上に向け

た取組支援にかかるϫンストップ૭口の設

置、サービス業の経営に関する専門的・実ફ

的な教育プログラϜの策定などに取組むこと

としている。

　一方、人口Ҡ動の౦ژ一極集中の傾向が加

している状況下において、地方への新しい

ͻとの流れをつくるため、企業の地方ڌ点強

化や政機関の地方Ҡ転、「生֔活躍のま

ち」の推進を図ることとしている。「生֔活

躍のまち」構想では、中高年齢者がرに応

じて地方や「まちなか」にҠり住み、地域の

住民（多世代）とަ流しながら、健康でアク

テΟブな生活をૹり、必要に応じてҩྍ・介

護を受けることができる地域づくりを進める

ため、先導的事例のԣల開を図ることとして

いる。

　まちづくりにおいてもՔ͙力の向上を՝

としている。地域間連携の推進やコンύクト

シテΟの実現、人口減少を౿まえた既存ス

トックのマネジメント強化などによって、ま

ちにわいと活力を生み出し、ޏ用と所得の

出を目指している。

　一方、人口減少や高齢化がஶしい中ࢁ間地

域においては、日常生活ݍを構成している

「集མ生活ݍ」の維持が՝とされており、

住民生活に必要不可ܽなサービスの効率的・

効果的な供給体制を構築するための「小さな

成に取組むこととܗ点」と地域運営組৫のڌ

している。

図表3	　ຊ൛%.0の֓ཁ

①  日本版ＤＭＯを中心として観光地
　域づくりを行うことについての
　多様な関係者の合意形成
② ･各種データ等の継続的な
　収集･分析、
　 ･明確なコンセプトに基づいた
　戦略の策定、
　 ･ＫＰＩの設定･ＰＤＣＡサイクルの
　確立
③  関係者が実施する観光関連事業と
　戦略の整合性に関する調整･仕組み
　作り、プロモーション

内外の人材やノウハウを取り込みつつ、多様な関係者と連携

地域一体の魅力的な観光地域づくり
戦略に基づく一元的な情報発信・プロモーション

観光客の呼び込み

観光による地方創生

地域一体の魅力的な観光地域づくり
戦略に基づく一元的な情報発信・プロモーション

日本版ＤＭＯの役割

（出య）�観ޫி
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（3）ଟ༷なࢧԉ

　2015年4月より、国から地域経ࡁに関する

民のビッグデータを「見える化」した地域

経ࡁ分ੳシステϜ（3&4A4）が提供されて

いる。当該システϜにより、地域の現状や՝

のѲ、強み・ऑみや将来૾の分ੳ、,1*

の設定、1%$Aサイクルの確ཱなど、地方公

体の地方生に向けた取組を情報面からஂڞ

支援している。

ࢉ政支援については、2014年度ิਖ਼予ࡒ　

に計上した地方生先行ަܕ付金の基ૅަ付

1,400億円により、શての地方公ஂڞ体の地

方൛૯合ઓུの策定などを支援しつつ、同ަ

付金の上乗せަ付300億円により、民ڠ

ಇ・地域間連携・政策間連携の観点から先駆

性のある取組を支援している。また、2015

年度ิਖ਼予ࢉでは、地方൛૯合ઓུに基づき

実行される地方公ஂڞ体の取組について、先

駆性を高め、レϕルアップの加化を図る観

点から地方生加化ަ付金1,000億円を計

上している。

　2016年度については、地方公ஂڞ体が複

数年度にわたって取り組む先導的な事業を安

定的・継続的に支援するため、地域再生法を

վਖ਼して地方生推進ަ付金を設してい

る。対象となる事業は、民ڠಇ・地域間連

携・政策間連携・事業推進主体のܗ成・中֩

図表4	　ઌۦ的なࣄ業例

（出య）�まち・ͻと・し͝と生本部事務ہ
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図表5	　地域ࡁܦ分ੳγステϜ（3&4"4）の֓ཁ

図表6	　地方ੜ推進ަ金の֓ཁ

目的

地域経済分析システムを用いて把握できること（一例）

㎨ᴏ䝢䝇䝛⮤体Ẓ㍉䝢䝇䝛ெཾ䝢䝇䝛びක䝢䝇䝛⏐ᴏ䝢䝇䝛

人口減少、過疎化が構造的に進展し、疲弊する地域経済を真の意味で活性化させていくためには、
地方自治体が、地域の現状・実態を正確に把握した上で、将来の姿を客観的に予測し、その上で、
地域の実情・特性に応じた、自発的かつ効率的な政策立案とその実行が不可欠。

このため、国が、地域経済に係わる様々なビッグデータ（企業間取引、人の流れ、人口動態、等）を
収集し、かつ、わかりやすく「見える化（可視化）」するシステムを構築することで、地方自治体による
真に効果的な「地方版総合戦略」の立案、実行、検証（ＰＤＣＡ）を支援する。

①域外から「稼いでくる」産業 ②行政区域を超えた企業間取引関係 ③地域を支える「地域中核企業」候補
④観光客が多く訪れている場所 ⑤観光客の出発地　  ⑥現在及び将来の人口構成 ⑦人口の転入・転出先
⑧各種指標の地方公共団体間での比較　⑨農業部門別の販売金額の割合

事業概要・目的

資金の流れ 期待される効果

事業イメージ・具体例

具体的な
「成果目標
（ＫＰＩ）」
の設定

「ＰＤＣＡ
サイクル」
の確立

交付金（１/２）

国
都道府県
市町村

（出య）�まち・ͻと・し͝と生本部事務ہ

（出య）�まち・ͻと・し͝と生本部事務ہ
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的人ࡐの確保と育成の観点からみた「先駆性

のある取組」と「先駆的・優良事例のԣల

開」、「既存事業のᯀ࿏を発見し、ଧ開する取

組」としている。

　なお、2016年度予ࢉは1,000億円計上され、

事業費ϕースでは2,000億円となっているが、

1�2の地方負担については、地方ࡒ政ા置が

講じられることになっている。

2	．地方ੜにࣄ͚ͨ業に対͢るࠃ
のධՁϙイϯト

　地方生推進ަ付金の対象となる事業の設

計にࡍしては、前提として、地域経ࡁ分ੳシ

ステϜ（3&4A4）などの客観的なデータに

基づき、地域の強み・ऑみ、産業構等を

Ѳしていることと、事業に;さわしい,1*を

設定し、1%$Aサイクルを整備することが求

められている。

　また、,1*の設定にࡍしては、人口ビジョ

ン・地方൛૯合ઓུとの整合性を確保するこ

とと、達成にかかる費用対効果が適切である

ことが求められており、事業の効果よりも

,1*達成を意ࣝした低水準な目ඪを設定した

場合、見直しが求められる可能性がある。

　なお、ަ付事業のબ定にࡍしては、図表7

にある7つの視点からධՁされており、特に

自ཱ性・民ڠಇ・政策間連携・地域間連携

が重要視されている。

おわりに

　地方生が事業ల開の段階に入り、先行し

て取り組まれてきた事業は、今後、,1*に基

づく効果検証を受けることとなる。

　,1*を事業プロセス͝とに細かく設定して

図表7	　地方ੜ推進ަ金のධՁϙイϯト

ධՁ߲目 ポイント

自ཱ性 事業を進めていく中で、「Ք͙力」が発揮され、事業推進主体が自ཱしていくことにより、将来的
に行政からのิॿ金等に頼らずに、事業として自していくことが可能となる事業であること。

ಇڠ民 地方公ஂڞ体のみの取組ではなく、民間とڠಇして行う事業であること。また、単にڠಇするにと
どまらず、民間からの資金（融資や出資など）を得て行うことがあれ、よりましい。

地域間連携 単独の地方公ஂڞ体のみの取組ではなく、関係する地方公ஂڞ体と連携し、広域的なメリットを発揮す
る事業であること。

政策間連携
単一の政策目的を持つ単७な事業ではなく、複数の政策を相ޓに関連づけて、શ体として、地方
生に対して効果を発揮する事業であること。また、利用者から見て意ຯあるϫンストップܕの૭口
等の整備を行う事業であること。

事業推進主体
のܗ成

事業を実効的・継続的に推進する主体がܗ成されること。特に、༷々な利関係者が含まれつつ、
リーμーシップを持つ人ࡐがその力を発揮できる体制を有した推進主体であることがましい。

地方生人ࡐ
の確保・育成 事業を推進していくաఔにおいて、地方生に役ཱつ人ࡐの確保や育成を目指すものであること。

国の૯合ઓུ
における
政策5ݪଇ等

国の૯合ઓུにおける政策5ݪଇ（将来性、地域性ຢは直接性）の観点や新規性など、他の地方公
。体において参考となる先駆的事業であることஂڞ
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いる地方公ஂڞ体については、未達成にかか

る要Ҽを分ੳすることが可能であるため、効

果的に対策を施すことができる。

　しかしながら、,1*の設定においては、地

方公ஂڞ体間で大きな格差があり、໌らかに

低水準なものや、資額に比して費用対効果

の面で問のあるケースもみられる。

　地方生推進ަ付金においては、複数年に

わたりަ付金を受ྖすることも可能とされて

いるが、,1*の達成状況が検証されるため、

達成状況が不े分な場合、事業期間中であっ

ても計ըの見直しを求められる可能性がある。

　また、事業設計にࡍし、経ࡁٴ効果や地

域内での資金॥環を考慮しなけれ、各事業

の,1*を達成しても、期待された効果が発揮

されない可能性がある。例え、場༠க1

社という,1*を設定し、達成したとしても、

地域内企業との取引が少なけれ、場の生

産額に比して、経ࡁٴ効果はݶ定的とな

る。また、中৺֗ࢢ地や商店֗のັ力がし

いため、住民が地域外のショッϐングモール

やロードサイド店で消費した場合、地域内に

分配された所得は地域にؐ流せず、地域外に

流出することから、地域内で新しい付加Ձ

を生むための資金の流れが細くなり、地域の

Ք͙力が狙い通りに向上しない状態となる。

　当該要Ҽを分ੳするためには、地方൛૯合

ઓུで設定された,1*のଥ当性を「産業連関

ද」と「地域経ࡁ計ࢉ」を用いて、経ࡁٴ

効果や資金॥環の観点から検証する必要があ

る。当該データは、地域経ࡁ分ੳシステϜ

（3&4A4）でల開されている「地域経ࡁ॥環

分ੳ」において利用されており、地方公ஂڞ

体、地域金融機関、研究機関等は個別に入手

することができるようになっている。

　ਅの地方生を成しげるためにも、,1*

のଥ当性の検証に多くの地方公ஂڞ体が取り

組むことを期待したい。

	 調　査	 �5




